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3－（1）．人口減少社会と人口推計［我が国の人口の推移］  
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資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）中位推計」  

－14－   



3t（2）．人口減少社会と人口推計［新人口推計と将来の日本経済］  
○ 労働力人口の減少の影響は、技術革新や資本増加により、ある程度カバーが可能0  
0  しかし、   

■ 現行推計でも、2030年以降の労働力人口の減少は、それ以前に比べはるかに急激0  
今後、さらに出生率が低下すれば、2030年以降は、技術革新による力′く－が困難になるおそれ0   

・また、少子化に伴う人口減少は、労働力の高齢化や消貴需要の縮小、それに伴う投資意欲の減退等を招来し、  
技術革新そのものがそれまでよりも進めにくい状況が生じるおそれ。  
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注：、労働力人口は職業安定局推計（2005・7）。ただし、2030年以降の労働力人口は2030年の年齢階級別労働力率が変わらないと仮定し、平成14年将来推計人口  
（中位推計）に基づき、社会保障担当参事官室において推計。  －15－   




